









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































うした方法を採用した。The College of Professional Studies and GW Learning
Solutions: A new learning initiative of The George Washington University, October 12,
2000
(７) 拙稿「短期大学の現状と将来─21世紀の新たなる戦略に向けて─」日本高等教育学
会編『高等教育研究』第６集，2003年，pp. 69－71を参照。
(８) 中央教育審議会答申「新しい時代における教養教育の在り方について」（平成14年２
月21日）【参考】我が国の大学における教養教育について，を参照。
(９) 井門富士夫『大学のカリキュラムと学際化』玉川大学出版部，1991，p. 49
(10) それまでの硬直化した制度から高等教育全体を柔らかなシステムへ移行しようとする
改革の方向性は，1997（平成９）年６月の中央教育審議会第二次答申の中で強調された。
高等教育システムの弾力化方策としては，具体的には単位互換の拡大，編入学・転入学
の拡大，社会人入学の拡大，及び休学や復学への弾力的な対応が挙げられた。同時に，
大学の中身の充実策として，カリキュラム改革の推進とともに授業計画（シラバス）の
作成・公表，少人数教育の拡充，FD（ファカルティ・ディベロップメント）の実施，
多様なメディアの活用のほか，入学後の学業成績の厳正な評価などいくつかの授業改
善・改革を求めた。翌年10月の大学審議会答申にもこれらは反映され，各大学の自律
性を確保するための「教育研究システムの柔構造化」方策を提示した。具体的には，学
部３年修了からの大学院入学の促進，秋季（９月）入学の拡大，大学以外の教育施設等
における学修の単位認定の拡大，単位累積加算制度の創設の検討のほか，大学院段階で
は，修士課程１年制コースや長期在学コースの制度化などが提言された。
－ 21－
以上のような大学制度の柔構造化方策は，文部科学省が21世紀最初の年を教育新生
元年と位置づけて発表したアクションプラン「21世紀教育新生プラン」（2001年１月）
の中にも多くが盛り込まれ，すでに単位累積加算制度の創設以外は現在まですべて制度
化され，拡充・実施の段階に入っている。
(11) カリキュラム改革については，直近の５年間に全体の87％の大学・学部において実
施され，授業科目区分や必修・選択科目の見直しなどが行われている（文部科学省，
2008年度）。授業の質を高める工夫・改善として，シラバスの作成も93％に達し，学生
による授業評価も77％で実施している状況にある。このほか TA（ティーチング・アシ
スタント）の活用は８万人を超え，GPA（Grade Point Average）制度など厳格な成績
評価の導入も295大学（41％）と増えてきている。教員の資質能力の向上を図る組織的
な FD（ファカルティ・ディベロップメント）も９割を超える大学で実施されている。
また，単位互換や編入学等「開かれた大学」への取り組みも活発になり，単位互換制
度を設けている大学は79％，単位互換により他大学での履修を認められた学生数も
25,000人を超える状況にあり，編入学生の受入れ数約13,000人と併せて，学生の移動が
より自由になってきた。
これに対して，各大学における自己点検・評価や教員の教育面の業績評価の工夫も普
及し，前者は全体の89％，後者も43％の実施率と増加している。自己点検・評価の結
果公表も85％の大学で行われ，比較的短期間における制度の定着傾向がうかがわれる。
(12) 拙稿「アメリカの大学における教員所属組織の実態」『文部科学省〈先導的大学改革
推進委託〉調査研究報告書─今後の「大学像」の在り方に関する調査研究：教員の所
属組織─』金沢大学，2007年，pp. 234－237
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